
 

2023年６月14日 

各      位 

会 社 名  株式会社 田  谷 

代表者名  代表取締役社長     中村 隆昌 

（コード番号：4679  東証スタンダード市場） 

問合せ先 執行役員経営企画グループ長 富岡 亮平 

（TEL． 03 － 6384 － 2231 ） 

 

内部統制システムの基本方針一部改定のお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、内部統制システムの基本方針に関し、一部改定することを決議致しまし

たので、下記の通りお知らせいたします。（改定箇所は、下線で示しております。） 

 

記 

 

１．企業活動の基本方針 

   当社は、次の企業理念を掲げ、経営の基本方針としております。 

【企業理念】 

『すべての人に夢と希望を与え、社会に貢献する』 

その意味で４つの「Ｓ」を満足できるレベルで実現し、信頼される企業となる 

ＥＳ 社員満足 

ＣＳ お客様満足 

ＩＳ 株主満足 

ＳＳ 社会貢献 
 

２．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社は、コンプライアンス全体を統括する組織として、社長を委員長とする「ＣＲ(コンプライアンス・リス

ク)管理委員会」を設け、『企業理念』の下、日ごろの職務執行の指針となる『TAYA 行動規範』を明確に策定

し、すべての役員及び従業員が、これをよく理解し、健全な企業風土の構築に努めております。「ＣＲ管理委員

会」は、コンプライアンス体制の推進のため、役員及び従業員に教育、研修を行い、また、モニタリングによ

り、実施状況を把握し以後の対応方針を決定しております。コンプライアンスに関する相談や不正行為等の通

報のために、内部監査課が窓口となって、通報者の保護を徹底した内部通報制度【相談窓口】を運用しており

ます。 

当社は、社長直轄の経営企画グループに内部監査課を設置し、業務活動全般に関し、方針・計画・手続きの妥

当性や業務実施の有効性、法令・社内規程の遵守状況等について定期的に内部監査を実施し、業務の改善に向け、

具体的な助言、勧告を行い、監査結果を社長に報告しております。また、役員及び従業員は、内部監査課が内部

監査を行う際、不当な制約をしてはならないことになっております。 
    



 

３．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社は、取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や、各取締役が職務権限に基づいて決裁

した文書等、取締役の職務の執行に係る情報を適正に記録し、法令及び文書管理規程等の社内規程に基づき保

存及び管理をしております。 

また、お客様や役員及び従業員等の個人情報保護に関しては、基本方針（プライバシーステートメント）を

策定し、社内外に明らかにするとともに、「ＣＰ(コンプライアンス・プログラム)運営委員会」を設け、適正な

情報管理を常に心がけております。 
 

４．損失の危険の管理に関する規定その他の体制 

当社は、リスク管理全体を統括する組織を「ＣＲ管理委員会」として、危機管理に関する規程を整備し、そ

の運用を図っております。 

   不測の事態が発生した場合には、社長指揮のもと対策本部を設置し、迅速な対応を行い、損害の拡大を防止

する体制を整えてまいります。 
 

５．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 当社は、月1回の定例取締役会のほか、適宜必要に応じて臨時取締役会を開催し、重要事項に関して迅速か

つ的確な意思決定を行っております。 

取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程及び職務権限規程において、それぞ

れの責任者及びその責任、執行手続の詳細について定めております。 

取締役（監査等委員である取締役を除く。）については、経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応

するため、任期を1年としております。また、経営の意思決定、執行監督機能と業務執行機能を分離し、それ

ぞれの機能の強化を図るため、執行役員制度を導入しております。なお、執行役員を兼任する取締役について

は、発言もしくは行動時にその立場を明確にしてうえでおこなうこととしております。 
 

６．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項 

当社は、監査等委員会の職務の実効性を高めるため、常勤の取締役（監査等委員）を置き、その職務の執行に

必要な場合は、内部監査課課員に監査等委員会の職務遂行の補助を委嘱しております。 
 

７．前項使用人の取締役からの独立性に関する事項及び指示の実効性の確保に関する事項 

内部監査課に配置する従業員への指揮命令は監査等委員会が行うものとし、人事異動・考課は、事前に監査

等委員会の承認を得ております。 
 

８．取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制とその他の監査等委員会への報告に関する体制及び監

査等委員会へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 

取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実・不正もしくは法令・定款違反等について、直ちに監

査等委員会に報告します。従業員は、内部通報制度【相談窓口】により、不正・違反行為を内部監査課に通報

します。内部通報を受けた内部監査課部門長は、社長（ＣＲ管理委員会）へ報告すると同時に監査等委員会へ

報告することとしております。なお、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、

通報者の保護を徹底しております。 
 

９．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費

用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

監査等委員がその職務の執行について生じる費用の前払い又は償還などの請求をしたときは、当該監査等委

員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに応じております。 
 



 

10．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

常勤の監査等委員は、取締役会の他、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、ＣＲ管理

委員会、ＣＰ運営委員会、経営戦略会議などの重要な会議に出席するとともに、稟議書その他業務執行に関す

る重要な文書を閲覧し、必要に応じ、いつでも取締役又は従業員に説明・報告を求めることができます。 

また、監査等委員会は、会計監査人から会計監査内容、内部監査課から内部監査内容について説明を受ける

とともにそれぞれとの情報交換を行い緊密な連携を図っております。 
 

11．財務報告の適正性を確保するための体制 

   当社は、金融商品取引法及びその他の法令の定めに従って、財務報告の適正性を確保し、適切な開示を行う

ため、内部統制が有効かつ適切に行われる体制を整備しております。 
 

12．反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方及びその体制 

   当社は、反社会的勢力とは一切の関係を持たず、さらに不当要求等の介入を断固拒否し、警察等関係機関及

び顧問弁護士とも連携し、毅然と対応してまいります。 

以 上 

 


